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Japan’s Economic Outlook 2015年 3月 

今月のトピック「期待される訪日外国人の更なる増加と地方創生への貢献」 2015/3/16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14Q2 14Q3 14Q4 14/11 14/12 15/1 15/2

実質ＧＤＰ（前期比年率） ▲6.4% ▲2.6% 1.5%

景気動向指数（2010＝100） 110.6 109.4 110.0 109.2 110.6 113.0

景気ｳｫｯﾁｬｰ調査（50以上で良化） 44.8 48.7 43.6 41.5 45.2 45.6 50.1 

鉱工業生産指数（前期比/前月比） ▲3.8% ▲1.9% 1.7% ▲0.5% 0.8% 3.7%

実質輸出（前期比/前月比） ▲1.2% 1.6% 4.9% ▲1.7% 3.6% 5.0%

資本財総供給（前期比/前月比） ▲9.3% 1.8% 2.4% ▲1.5% ▲2.5% 7.6%

機械受注（前期比/前月比） ▲10.4% 5.6% 0.4% 1.3% 8.3%

消費総合指数（前期比/前月比） ▲5.2% 0.4% 0.7% 0.8% ▲0.2% ▲0.0%

現金給与総額（前年比） 0.8% 1.4% 0.7% 0.1% 1.3% 1.3%

完全失業率 3.6% 3.6% 3.5% 3.5% 3.4% 3.6%

有効求人倍率 1.09倍 1.10倍 1.12倍 1.12倍 1.14倍 1.14倍

消費者物価指数（前年比） 3.6% 3.3% 2.5% 2.4% 2.4% 2.4%

企業物価指数（前年比） 4.3% 4.0% 2.4% 2.6% 1.8% 0.3% 0.5%

月　　次四　半　期
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○ 足元の景気は、消費増税後の駆け込み需要の反動から持ち直しているものの、依然として弱さがみ

られる。 

○ 企業部門では、生産が上昇した。設備投資の先行指標である機械受注は増加、一致指標である資本

財総供給は上昇しており、設備投資には持ち直しの動きがみられる。 

○ 実質輸出は、持ち直しの動きが続いている。 

○ 所得は、名目賃金が増加したものの、実質賃金は減少した。 

○ 先行きについては、米国における利上げ時期の動向などの海外要因によっては、日本経済が大きな

影響を受ける可能性がある点には引き続き注意が必要。 

2014 年 10-12 月期の GDP 成長率は下方修正 

生産、設備投資の持ち直しが継続。 

失業率は悪化、有効求人倍率は上昇 

消費者物価が消費増税除くベースで 4 か月連続前年比 1％割れ 
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１．今月のトピック「期待される訪日外国人の更なる増加と地方創生への貢献」 

日本政府観光局によると、2014 年の訪日外国人数は 1,341.4 万人（前年比+29.4％）と過去最高

を記録した。2015 年も引き続き大きな伸びが予想されており、1 月の訪日外国人数は 1 月として

は過去最高の 121.8 万人（前年同月比+29.1％）と、今年に入っても堅調に推移している。この内

訳を国別に見ると、中国 22.6 万人（同+45.4％）、韓国 35.8 万人（同+40.1％）が全体を大きく押

し上げた。中国からの訪日外国人が増えた背景には、1 月に高所得層向けのビザ発給要件が緩和

されたことなどがある。また、インドネシア、フィリピン、ベトナムからの観光客の増加も目立

っている。 

 

次に、訪日外国人の日本国内での消費額に目を移してみると、2014 年の総額は 2 兆 305 億円（前

年比+43.3%）となる見込みであり、こちらも過去最高額である。消費額を国籍・地域別で見てみ

ると、やはりの中国人の消費が顕著に増加しており、総額の 4 分の 1 を超える 5,600 億円（前年

の 2 倍超）となっている。 

訪日外国人数の増加および訪日外国人旅行消費の増加を背景に、国際収支統計の旅行収支は昨

年 10 月から 2015 年 1 月まで 4 か月連続で黒字となっている。また、今年の中国の春節（旧正月）

が 2 月であったことから、日本国内における中国人観光客による「爆買い」があった模様であり、

2 月の旅行収支も引き続き黒字となることが見込まれる。 

 

 今後については、政府が「東京五輪・パラリンピックが開催される 2020 年に訪日外国人旅行者

2,000 万人」との目標を掲げている中、円安や観光ビザ（査証）の免除、緩和を背景として、引き

続き訪日外国人数が増加することが見込まれている。消費増税の影響により日本人の個人消費が

伸び悩む中、増加を続けているインバウンド消費をどのようにして取り込んでいくかは日本経済

にとっての一つの重要な課題といえる。とりわけ、安倍政権が掲げる「地方創生」において、イ

ンバウンド観光・消費は重要な役割を果たす。衰退しかけている地方にとっては、その「地方の

良さ」を伝えるまたとないチャンスであり、増え続ける訪日外国人を如何に引き込むか、惹きつ

けるかが地方創生の鍵となるだろう。 
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図1 訪日外国人数
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図2 旅行収支の推移



Marubeni Research Institute                        2015/3/16 

 

 3 

２．主要指標の動き 

（１）ＧＤＰ・景況感 

①実質ＧＤＰ 

○ 3 月 9 日に発表された 2014 年 10-12 月期の実質 GDP 成長率 2 次速報値は、前期比年率+1.5％

（1 次速報値同+2.2％）と下方修正された。2014 年通年の実質 GDP 成長率も前年比▲0.0％

（1 次速報値同+0.0％）と下方修正され、10-12 月期の実質 GDP 成長率の下方修正を受けて、

3 年ぶりにマイナス成長となった。 

○ 項目別の増減率では、個人消費が前期比年率+2.0％（1 次速報値同+1.1％）、設備投資が同

▲0.3％（1 次速報値同+0.4％）、住宅投資が同▲4.6％（1 次速報値同▲4.8％）、公共投資が同

+1.3％（1 次速報値同+0.4％）となった。個人消費が上方修正されたものの、設備投資が下

方修正され、3 四半期連続のマイナスとなった。 

○ 在庫投資の寄与度は▲0.7％（1 次速報値+0.2％）、純輸出の寄与度は+0.9％（1 次速報値+0.2％）

となった。 

 

ソース 
14 年 

1-3 月 
14 年 

4-6 月 
14 年 

7-9 月 
14 年 

10-12月 
15 年 

1-3 月 
15 年 

4-6 月 
2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 

市場ｺﾝｾﾝｻｽ（2015/03） 
+5.1 ▲6.4 ▲2.6 +1.5 

+2.2 +1.8 
+1.6 ▲0.0 

+1.1 +1.7 

IMF（2015/1） ― ― +0.6 +0.8 

※四半期は前期比年率、暦年は前年比。共通部分は実績。市場コンセンサスは ESP フォーキャスト調査の平均値。 
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②景気動向指数（ＣＩ） 

○ 1 月の景気動向指数は、一致指数が 113.0（12 月 110.6）と、2 か月連続で上昇した。内閣府

は基調判断を「改善を示している」と前月から据え置いた。内訳では、投資財出荷指数（除

輸送機械）、耐久消費財出荷指数、中小企業出荷指数（製造業）、生産指数（鉱工業）などの

項目でプラス寄与となった。先行指数は、105.1（12 月 105.3）と 2 か月ぶりに下落した。 

 

 

③景気ウォッチャー調査（ＤＩ） 

○ 2 月の景気ウォッチャー調査の現状判断 DI は 50.1（1 月 45.6）と前月から上昇し、横ばいを

示す 50 を 7 か月ぶりに上回った。家計動向関連 DI は、飲食関連や小売関連が上昇したこと

により上昇した。企業動向関連 DI は、非製造業と製造業ともに上昇したことから上昇とな

った。雇用関連 DI は、求人の増加がみられたことから 3 か月連続で上昇している。2 月の

先行き判断 DI は、前月比+3.2 ポイントの 53.2 となり、3 か月連続の上昇となった。 
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（２）生産・企業活動 

① 鉱工業生産指数 

○ 1 月の鉱工業生産指数（確報値）は前月比+3.7％（12 月同+0.8％）と、2 か月連続で上昇し

た。はん用・生産用・業務用機械工業（同+9.1％）、情報通信機械工業（同+5.8％）、電子

部品・デバイス工業（同+1.7％）など、多くの業種で上昇した。先行きについては、2 月

同+0.2％、3 月同▲3.2％と予測されている。経済産業省は、基調判断を「生産は緩やかな

持ち直しの動き」と前月からは変わらなかった。 

 

② 実質輸出 

○ 1月の実質輸出は前月比+5.0％（12月同+3.6％）と、2か月連続で上昇した。単月の数値（109.3）

で見ると、リーマン危機以前の 2008 年 8 月（109.4）以来の高水準となっている。米国向け

を中心に増加傾向にあり、実質輸出は持ち直している。 
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（資料）経済産業省
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③資本財総供給（設備投資の一致指標） 

○ 1 月の資本財総供給は、前月比+7.6％（12 月同▲2.5％）、資本財総供給（除く輸送機械）は

同+9.4％（12 月同+1.3％）となった。昨年 4-6 月に前期の反動減があったものの、企業収益

が改善するなかで、7-9 月以降は均してみれば緩やかな増加基調にある。 

 

 

④機械受注（設備投資の先行指標） 

○ 1 月の機械受注（民需＜除く船舶・電力＞）は、前月比▲1.7％（12 月同+8.3％）と 3 か月ぶ

りに減少した。内閣府の基調判断は「緩やかな持ち直しの動きがみられる」と前月から据え

置かれた。内訳を見ると、製造業が同▲11.3％（12 月同+24.1％）、非製造業（船舶・電力を

除く）が同+3.7％（12 月同+7.2％）となっている。 
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（３）消費・所得 

①名目賃金（現金給与総額） 

○ 1 月の現金給与総額（速報）は前年比+1.3％（12 月同+1.3％）と、10 か月連続で増加した。

内訳をみると、基本給などの所定内給与は同+0.8％（12 月同+0.2％）、残業代などの所定外

給与は同+2.6％（12月同+0.5％）、特別に支払われた給与（賞与等）は+10.8同％（12月同+2.1％）

となった。 

 

 

②消費総合指数 

○ 1 月の消費総合指数は、前月比▲0.5％（12 月同▲0.1％）と、2 か月連続で低下した。駆け込

み需要の反動から持ち直しの動きが続いていたものの、弱さがみられる。 
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③ 完全失業率 

○ 1 月の完全失業率は 3.6％（12 月 3.4％）と前月から上昇した。就業者数は 6,374 万人と前月

から 2 万人減少し、完全失業者数は 235 万人と前月から 7 万人増加した。女性の労働市場へ

の参入は昨年から続いているが、足元では男性にも労働市場への参入の動きが見られ始めて

いる。また就業者数も均してみると増えていることから、総じて雇用情勢は改善していると

いえる。 

 

（注）2011 年 3 月～8 月分の失業率は東日本大震災の影響により調査実施が困難であった被災 3 県（岩手県、

宮城県、福島県）を推計した補完推計値。 

④有効求人倍率 

○ 1 月の有効求人倍率は 1.14 倍（12 月 1.14 倍）と前月から横ばいとなり、新規求人倍率も 1

月 1.77 倍（12 月 1.77 倍）と、前月から横ばいとなった。新規求人数については、前月比+0.4％

（12 月同+2.9％）となった。 
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（４）物価 

①企業物価指数 

○ 2 月の企業物価指数は、前年同月比+0.5％（1 月同+0.3％）となった。消費増税を除くベース

では同▲2.3％（1 月同▲2.5％）と、4 か月連続で前年比マイナスとなった。原油価格の下落

傾向が引き続き企業物価を押し下げている。内訳をみると、化学製品が同▲5.1％、石油・石

炭製品が同▲23.1％、農林水産物が同▲0.8％となった。 

 

② 消費者物価指数 

○ 1 月の消費者物価指数（CPI）は、前年同月比+2.4％（12 月同+2.4％）となった。生鮮食品を

除くコア CPI は同+2.2％（12 月同+2.5％）となり、原油価格の下落が続いていることから、

消費増税の影響を除くベースでは同+0.2％（12 月同+0.5％）と、4 か月連続で 1.0％を割り込

んだ。食料・エネルギーを除くコアコア CPI は同+2.1％（12 月同+2.1％）となった。 
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